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概要

本研究は、可搬式消火器具の放射性状及び消火性能に関する研究結果 1)を踏まえ、可澱式消火器具に消

火薬剤を使用した場合の消火効果を把握し、また他の放水器具等の消火能力と比較するため、屋外無風状

態における消火実験、居室内における消火実験及び車両火災の消火実験を実施して、燃焼実体内の温度、

操作者が受ける放射受熱量等を測定し、可搬式消火器具の活用策等について検討した。

これらの実験結果から、可澱式消火器具は次のような火災等に有効であると考えられる。

(1) 車両火災のうち、乗用車、 トラックなどの車内やエンジン師の火災

(2)燃焼実体が小規模であり、可搬式消火器具の放射による燃焼物の飛散が少ない火災

(3) 建物火災では、極く初期時における収容物や壁体表面等の燃焼

また、可搬式消火器共の消火効果の向上策として、ハイパーウエット Aを始めとするリン酸塩類系消火

薬剤を使用することも効果的であると考えられる。

1 はじめに

平成 7年 l月 17目、阪神・淡路大渡災が発生し‘同

年に新消火システムを有する可搬式消火器具(イ ンパル

ス)等が東京消防庁を始め消防局等に蒜入、配備された。

しかし、このような新放水器只の消火能力の把握は現

在まで行われておらず、また従来から使用されている放

水器具に関してはフォグガン、 21型ノズル以外行われ

ていないのが現状である。

そこで本研究は‘可搬式消火器具の放射性状及び消火

性能に関する研究結果を踏まえ、屋外無風状態における

消火実験、居室内における消火実験、車両火災の消火実

験を実施し、燃焼実体内の温度、操作者の放射受熱量等

を測定して可燃式消火器具の対象物別の消火能力を把握

するとともに、可搬式消火器具に消火薬剤を使用した場

合の消火効果の把握や他の放水器具等の消火能力との比

較を行い、可搬式消火器具の活用策等について検討した。

2 屋外無風状態における消火実験

2. 1 目的

本実験は、消火器の技術上の規格を定める省令(昭和

39年 9月 17目、自治省令第 27号)に準じた消火実験を

実施し、クリプ内温度や操作者の放射受熱量等を測定し

て、可搬式消火器具に水と消火薬剤を使用した場合の消

火能力を比較し、また可搬式消火器具と他の放水器具等
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の消火能力を比較することを目的としている。

2. 2 実験

実験は、図 lに示すフローに従って行った。

屋外無風状態を想定した大空間において、クリブ下

15cm に設賢したオイルパ ン (9Dcm(W)x 90cm(D) x 
2.5cm(H))に入れた助燃剤であるガソリン 0.5リットルに着

火してから 3分後にクリフから距離 2mの位置から回り

込むようにして放水器具等を用いて消火を試みた。この

時の燃焼、消火状況等をデジタルビデオカメラ、 SVH

S-cビデオカメラ、赤外線映像装置 2台、高速度ビデ

オ
イ
ル
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ン
に
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入
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図 1実験フロー
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オカメラで撮影するとともに、クりブ内及びその上面、

その上空の温度変化や操作者及びクリブ周辺の放射受熱

量を着火から 2秒ごとに測定した。

その後、デジタルビデオカメラ、 SV H S-Cビデオ

カメラ、赤外線映像装置から消火の可否、消炎までの時

間及び、その放水量、再発炎時間などを測定した。

(I)実験場所

実験場所には、屋外無風状態を想定し、東京消防庁

第二方面訓練場内訓練棟の 3階層吹抜け空間(I4m (W) x 

14. 5m(D) x 18m(H))を用いた。

(2)実験要因と実験条件

実験要因は、表 lに示したとおり、放水器具等、消

火薬剤とした。各実験要因の内容は、同表のとおり、放

水器具等としては可搬式消火器具、フォグガン、粉末消

火器、強化液消火器の 4種類とし、消火薬剤としては消

火薬剤ナシ(水のみに可燃式消火器具専用薬剤の IFE

Xプラス I及びE、建物火災用のハイパーウエッ卜A、

東京消防庁保有のジェッ卜フォーム皿、一般火災用のフ

ォスチェックの 6種類とした。なお、消火薬剤は可搬式

消火器具にのみ使用した。

実験条件は、表 2に示したとおりである。

(3) 使用した材料、機器等

ア火源

火源は、表 3及び写真 lに示すように、消火器の技

術上の規格を定める省令(昭和 39年 9月 17日、自治省

令第 27号)に定められた能力単位 2のクリブであり、

3cm (W) X 3. 5cm (H) x 90cm (L)の杉材 144本を 26段に積

み、その大きさは 90cm(W) X 90cm (D) x 90cm (H)であった。

このクリフ歩の含水率は、平均で 7.9%であった。

なお、助燃剤として、ガソリン O.5リットルを使用

した。

イ 放水器具等

実験に使用した放水器具等の性能等は、表 4に示す

とおりである。

なお、可燃式消火器具は、全水量約 12リットル、最

適放射距離 2mで、あり、フォグガンは、フォゲ 40度の

時、毎分 140リットルの放水量とした。

ウ消 火 薬 剤

可搬式消火器具に使用した消火薬剤は、表 5に示す

とおりである。

なお、本実験において、ハイパーウエットAは 3%と

8.3%、フォスチェックは 0.5%で使用した。

(4)測定項目と測定機器

測定項目は、表 6に示すように、助燃剤にガソリン

を使用してクリブを燃焼させ、放水器具等によって消火

したときの消火の可否、クリブ内温度(5点)、クリプ上

面温度 (2点)、操作者及びクリプ周囲の放射受熱量な

どについて行うとともに、この時の燃焼、消火状況等を

撮影した。

これらの測定には、表 7に示した次の機器等を使用
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表 1 実験要因

実験要因 内 廿M 弓

放水器具等
可搬式消火器具、フォグガン、粉末消火器、
強化液消火器

消火薬剤ナシ(水のみに IFEXプフス I及びE、
消火薬剤l ハイパーウエット A(3%、 8.3%)、

ジェットフォームE、フォスチェック (0.5%)

表 2 実験条件

No. 放水器具等 | 消火薬剤

1011可搬式消火器具 |消火薬剤ナシ(水のみ)

1021可殿式消火器具 11 F EXプラス I
1031可搬式消火器具 11 F EXプラス E
1041可搬式消火器具 |ハイパ ウエット A(3%)
10510J搬式消火器具 |ハイパーウエット A(8. 3%) 
1061可搬式消火器具 |ジェットフォーム国

1071可搬式消火器具 |フォスチェック (0.5%)

l ItIフォグガン |消火薬剤lナシ(水のみ)

l2t1粉末消火器

1221強化液消火器

表 3 火源

fKI 学長

普通火災川能力単位 2 

寸法:90cm (W) x 90cm (0) X 90cm (H) 

クリブ
杉材141本、 26段fJ1

杉材、J法:

3cm (有)X 3. 5cm (H) X 90cm (L) 
平均合水本:7.9% 

助燃材 ガソリンO.5リァトル

可版式消火器具

フォグガン

粉末消火器

強化液消火器

表 4 放水器具等

表 5 消火薬剤l
仕 保

IFExtう;i1 一I川使主璽成用悶湿根十度底筏泊極O施たZアー モ ウム塩IFEX7。う;ill

1¥イ1¥' ウ工ヮ卜A 主使用成濃分度.リ・ 3ン酸0%極以類上

γ ェッ卜 7~ 戸ムE
主成分:界面活性斉IJ

使用濃度:3% 
主成分界面活性剤

70子ェヮク
使用濃度:o. 3~1 目 0%

し、これらの測定機器等は図 2に示すとおり配置した。

ア 撮影機器等

消火の可否、消炎までの状況、再発炎時間等は、デジ

タルビデオカメラ、 SVHS-Cビデオカメラ、高速度

ビデオカメラ、赤外線映像装置を用いて測定した。

デジタルビデオカメラは、 S社製の 3CCDデジタルカ

メラシステムである。

SVHS-Cビデオカメラは、 P社製のものである。



表 6 ;，~IJ定項目
測定明日

消火のJiJ合

it1炎までの状況

内発炎11引Ilj
クリヴL人.JiU}j:

クリブ 1.luiから深さ4Jcml(Jiの'f'心付近の似度

クリブ11印刷中心から内山IJIOCIfl付近の湖/J.t

クリブ後IU'I'j'心から内側10rm付近の泊以

ク1)ブ)i側1(，iLJ'心から内側1O c~付近の温度

クリブ/じ側山'J'心から内側10cm付近の品¥J.主

クリプ1:.1町の'11心付近の温度

クリブJ.IUIから尚さ 90cm付近の温度

以刊行の般射受然trt
(クリブ rì印刷から~雌加、 Mi さ 100c皿の般射受然1，\)

クリブ同聞の般Q{受然1，¥

クリブイ l 側 lúilìíl隅角 I~}から臣1離4 畑、川さ 1 3m付近の般射受然I，t

クリブイi側而後隅角郎から距離4畑、前さ 1.3m付近の政射受然lit

表 7 測定機器等

測定rQ ICJ 測定 機器 等 仕以て年

テン ~H' 'i' iカメう 334C1C:盟DデDCR-VX 1 000 
シ.ヲIl力メ7ンkiム

SVHS-Ct'デオカメう P -n~盟\V -.~90

LOIl lhi(TilVll] S 
A社製 2000¥lK Il 
測定レンン 0~950"C 
制度土:3.8"C 

消火の可市 欣射事 1.00 
消炎までの状況

赤外線映像弘山 .イ[滋ン9市1¥税'1汀hーl 秒
~ï先炎|昨川

川上盟TVS2100ST
測定レノン， : 150~9500C 

約度:士 3.R"C 
放射本:1.00 
インク 1¥'ll ナシ

尚j生l主t'デオカメう Cン4ヤtッタ製工クヲ7口HGイメ シャーモテ Il2000
1ピド 1/1000

I[SC1602熱，11:;1:，1規格品

il.J1it K然l江対 ~純作 0 ， 65msl 
(Jテンレ1'1'¥保;iiA) J午'バ22 土3.1ヤ

1;-;レ;(15(外?弔 問胸、肉!'}.Imm)

M:4操1作製子f

政射受熱おt 然祈t*~H h[jクt大リ』青ア島周I呈刷然]lFt : 2W/cm』

川上製
J.N大放射受熱11¥: 5W/crrI 

データ収録保 テ -9日力 イT利ノ9 製11T.D 5 6 0 l A 
ル 2秒

高速度ビデオカメラは、 C社製であり、シャッタース

ピードを 1/1000に設定した。

赤外線映像装置はA社製の TVS2000MKn及び TVS2000

を使用した。 TVS2000MKn は、測定レンジ 0~9500C 、放

射率卜 00、インターパル l秒に設定し、また TVS2000

は、測定レンジ 150~950"C、放射率1.00、インターパ

ルナシに設定した。

イ データ収録器

データロガーは、 T社製 TDS-60IAであり、インター

パルを 2秒に設定してデータを収録した。

ウ 温度測定機器

温度は、 K型熱電対(J1 S C 1602規格品、素線径:

O. 65mm)をステンレス管(外径 20mm、肉厚 1mm)で熱保

護して測定した。なお、その測定位置は、図 3に示した

とおりである。

エ放射受熱量測定器

放射受熱砧の測定には、熱流束計 (M社製、最大放射

f¥P-

2断
，fJM 

¥ 斗/ー十〆/
/¥g 斤で?盟主B

flh炉供
1 ~. ~ rn 

平OII図

活費開放 立国11，直

|吋路 斗叩
l

~ VIIS-C ビ デオゾ】メラ
外凪 11メテア

_' __  3.im Ir."m' Il主!l.I
.然流，k J ~
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断面図

図2 測定機器等の配置
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図 3 温度沼IJ定位置

受熱量 2W/cm2、5W/cm2
)を用いた。

2. 3 実験結果

各実験条件の測定項目ごとの測定値を表 8に示した。

なお測定は、可搬式消火器具については温度及び放

射受熱量の変化の激しかった 5分間を対象とし、他の消

火器具等については再発炎又は消火が確認できた時点で

終了した。

(J)各種消火薬剤を用いた可搬式消火器具の消火能力

J 4 



表 8 実験結果
放射・般水IJ目始時

主主射等 全使用消炎 首1炎使 ili~炎 温度('0 阪品I受然自(W/ぽ
Q. 1 Ji!l.水:m具等 消火薬剤 |消可火否のI時間l 川水虫 終了時間 F 水1，1 l時間

9リ7" ヲ')7" ヲリ7 欣水 4. 8m 

(分秒): (リヲトル) (分 1秒): (リヲトル) (分秒) 内 t匝i 上空 {i'L!i'1 付近

101 百I級武消火総具 消火薬剤ナン(水のみ) 否 0:20 4 I .04 12 2 41 970.4 758.5 808.4 O. 56 O. 12 

102 可燃式消火Rg具 I FEx7" 71， J 可 0: 33 0.52 12 9870 819.2 755. 5 O. 58 O. II 
.......・............ー... .. 唱・・ ........ ーー... ... ... 司"・・ー

103 可鍛式消火~~J~ IFEXJ'う1日 可 0: 2i b 1: 06 12 1006.8 846.4 784. O. 57 O. 12 
噂唱...唱.................・ a・・ 争唱・ 唱ド ー， -ー.......骨骨 -・・..骨骨骨骨 骨骨骨...・ーー ーー 骨骨骨.骨骨骨骨 .... ・...・ーーー

104 可搬式消火32具 /¥イ1¥' ウエットA<3X) 可 0'36 6 1: 09 12 1002.6 854.2 782.2 0.54 O. 12 
..............ー・・...... -・ ーー....・・ー・ -・・ーー ...". 

105 可搬式消火?，g具 ハイ/¥'ーウ1'，トA(8 3%) 可 0.38 0'57 12 986. 7 830. 3 750.9 O. 56 O. 12 
.......・ ー・ー ........ -・・ ..ーー........ーーー ..，... ー・ー 'ー・.... -・・...‘ ....ーー -ー....... 

106 可般式消火RE只 ンエツト71ーム皿 否 223 12 997.2 851. 0 786.0 O. 56 O. 12 
-・ー ー...ー骨骨骨骨...-.............. ー・ー .......... .......ー -・・ー ーー.............・ー...ー・...........

107 iiJ!鮫式消火総兵 7iAチェッヲ 否 I : 02 II I .24 12 I : 55 976. 1 832. I 781.2 O. 55 O. 12 

11I フォグガン 消火茶剤すソ(水のみ) 可 0:10 23.3 0:20 46.7 956. 3 769. 5 756. I 0.4I 。司 12

121 粉末消火2~ 0: 09 ・1.4(kg) 0: 20 3(kg) 986.7 767.0 774.7 0.51 0.10 

122 強化液消火総 官話 0:28 3.3 0.51 6 1 :11 993. 7 809.6 762.6 0.50 O. 10 

放射・般水l分後 放射・放水2分後 放射放水5分後

温度('C) 放射受熱1i~(W/cm2 温反('C) 倣射受然日(W/cm2 温度('C) |仙I受熱冠(W/cm1
¥0 

引17 |炉]7 lP117 ケlj7 |クlj7 |ク')7 が17lP117| 列7

内 上回 上空 i立&'1 付近 内 上面l 上手E 位也 付近 内 上面 上空 位前 付近

1oq 444.31446.71322.61 0.011 0.00 1335.91329.51228.81 0.021 0.00 1967.51870.41614.71 0.561 0.11 

l 111438.11318.81397.31 0.021 0.01 1435.91 90.31301.41 0.001 0.0I I 
1211 246.1 I 421.6 I 390.8 I 0.00 I 0.00 I 134.1 I 273.0 I 232.2 I 0.00 I 0.00 
1221 506.8 1 509. I 1 427. 5 I 0.03 I 0.01 
n I向火の百I伶 i立、 政射~'{水約 fから 5 分以内に 11jJf炎 しなかった場合を ~ 11 J Jとl.[11炎しなかった場合政ぴ般射般本終 rから 5分以内に両党炎した地ETをfl町

とした.

ア 消火の可否、消炎、再発炎等の状況

消火薬剤|として IFEXプラス I及びE、ハイパーウ

エット A(3. 0%、8.3%)を用いた場合は、放射開始から

30秒前後(6発前後)で消炎でき、その後再発炎せず消火

できた。しかし、 消火薬剤を入れなかった場合とフォス

チェック を用いた場合は、それぞれ放射開始から 20秒

後 (4発後)、 l分 2秒後 (11発後)に消炎できたが、放射

開始から 2分 41秒後、l分 55秒後にそれぞれ再発炎し

消火できなかった。またジェットフォーム皿は、銃への

充水時に発泡して、放射回数が 20回以上となったが l

回あたり の放射畳が半減したため、消炎、消火できなか

った。

イ クリブ内温度

クリブ内温度は、クリブの燃焼状況、消火効果が総合

的に判断できるクリプ内 5点の温度の平均値とし、その

測定結果は表 8および図 4に示したとおりである。消火

薬剤ナシは、放射開始 l分後には 444.3't:、 2分後には

335.9't:まで低下したが、放射開始 2分 41秒後に再発炎

して再び上昇し、 5分後に は放射開始時とほぼ同 じ

967.5't:となった。 IFEXプラス Iは、放射開始 l分

後には 376.8't:、2分後には 263.5't:まで低下し、 5分後

には7種類のうち最も低く 110.9't:であった。ハイパー

ウエット A(8. 3%)は、放射開始 l分後には 407.2't:、 2

分後には 255.0't:まで低下し、 5分後には IFEXプラ
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図 4 クリブ内の温度変化(消火薬剤別)

ス Iの次に低く 118.2't:となった。フォスチェックは、

放射開始 l分後には 523.2't:まで低下し後、l分 55秒後

に再発炎し 2分後には 336.1 't:とな り、その後徐々に上

昇していき 5分後には消火薬剤ナシの次に高く 635.4 't: 

となった。なお、図 4で省略した IFEXプラス Hは I
FEXプラス!と、 ハイパーウエット A(3.0%)はハイ

パーウエッ トA(8. 3%)と、ジェットフォーム皿はフォス



チェックとそれぞれほぼ同様の傾向を示した。

ウ 放射位置における放射受熱量

放射位間(クリブから 2m)における放射受熱量の測定

結果は、表 8および図 Sに示すとおりである。消火薬剤l

ナシは、放射開始とともに低下し、放射開始 54秒後に

ほぼ O¥¥'/cm1になったが、その後徐々に上昇していき、

放射開始 2分 41秒後の再発炎を期に急激に上昇し 5分

後には 0.56¥¥'/cm?と最も高く、放射開始時の放射受熱町

に戻った。 IFEXプラス Iは、放射開始とともに最も

急激に低下し、ほぼ OW/cm1になったのが放射開始 22秒

後と最も早く、その後再上昇はみられなかった。ハイパ

ーウエット A(8. 3%)は、放射開始とともに低下し、放射

開始 28秒後にはほぼ O¥¥'/cげになり、 IFEXプラス I
と同様にその後再上昇することはなかった。フォスチェ

ックは、放射開始とともに低下 したが終始 OW/cm2にな

らず、放射開始 l分 55秒後の再発炎を期に上昇し 5分

後には 0.23¥1'/cm1と消火薬剤ナシの次に高かった。なお、

前アと同様に、図 5で省略した IFEXプラス Eは 1F 
EXプラス !と、 ハイパーウエット A(3.0%)はハイパ

ーウエット A(8. 3%)と、ジェットフォーム皿はフォス

チェックとそれぞれほぽ同様の傾向を示した。

(2)可搬式消火器具と他の放水器具等の消火能力の比較

ア 消火の可否、消炎、再発炎等の状況

可搬式消火器具は、|分 5秒間で水 12リットルを放

射して、放射開始 20秒後(4発後)に消炎できたが 2分

41秒後に再発炎し、消火できなかった。フォグガンは.

20秒間(46.7リットル)放水して、放水開始 10秒後に消

炎し、その後再発炎せず消火できた。粉末消火器 l本で

は、フォグガンとほぼ同時期の放射開始 9秒後に消炎し、

その後再発炎せず消火できた。また強化液消火器を 2本

使用した場合は、放射開始 28秒後に消炎できたが、 l
分 I1秒後再発炎し消火できなかった。

イ クリブ内温度

クリブ内温度の測定結果は、表 8および図 6に示すと

おりである。 可澱式消火器具は、放射開始 l分後には

444. 3"C、 2分後には 335.9"Cまで低下したが、放射開始

2分 41秒後に再発炎し、 これを期に再び上昇し 5分後

には 967.5"Cとなった。フォグガンは、放水開始 l分後

には 438.1 "cと可搬式消火器具とほぼ同じ温度まで低下

し、その後あまり温度低下はみられず、2分以降に再び

低下した。粉末消火器は、放射開始 l分後には 246.1 "c 

と震も低下し、 2分後には 134.1"Cとなった。強化液消

火器は、放射開始 l分後には 506.8"Cと最も高く、その

後温度は上昇し l分 II秒後に再発炎した。

ウ 放射位置における放射受熱量

放射位置における放射受熱量の測定結果は、表 8およ

び図 7に示すとおりである。 可搬式消火器具は、放射開

始とともに低下し、放射開始 54秒後にほぼ OW/cm2にな

ったが、その後徐々に上昇していき、 放射開始 2分 41

秒後の再発炎を期に急激に上昇し 5分後には 0.56W/cm2
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と巌も高く放射開始時の放射受熱量に戻った。フォグガ

ンは、放水開始とともに急激に低Tし、放水開始 10秒

後に最も早くほぼ OW/cm1となり、その後 l分 56秒まで

若干上昇したが、 2分以降は終始 OW/cm1であった。粉末

消火器は、フォグガンと同様に放水開始とともに急激に

低下し、放水開始 14秒後にほぼ OW/cm2になり、そのま

ま再上昇しなかった。強化液消火器は、放射開始ととも

に低下したが、終始 OW/cm2にならず、放射終了後の l

分 8秒後から再び上昇し l分 II秒後に再発炎した。

2.4 まとめ

これらの結果について、要約すると次のとおりである。

(1) 各種消火薬剤を用いた可搬式消火器具の消火能力

7 2単位クリブを消火可能であった消火薬剤は、 IF 

EXプラス I及びH並びにハイパーウエット A(3%、

8.3%)の 4種類であった。消火不可能であった消火薬剤

は、ジェットフォーム皿及びフォスチェックの 2種類で

あり、ジェットフォーム皿にあっては消炎することもで

きなかった。なお、この結果は、ハイパーウエット A

(3%)以外については、消火薬剤lのろ紙に対する燃焼抑

制効果をみるために実施したr45度法燃焼性試験結果j

(表 9)と同様な傾向を示していた。

イ 放射開始 5分後のクリブ内温度は、消火可能であっ

た消火薬剤が IIO"C ~ 150"C前後と低かった。消火不可

能であった消火薬剤は、これに対して 5900C~6400C前

後と非常に高かったが、消火薬剤lを使用しない場合の約

970.Cより{丘かった。

ウ 放射開始 5分後の放射位置における放射受熱量は、

消火可能であった消火薬剤lがすべて OW/cm2であった。

消火不可能であった消火薬剤は、これに対して

0.2W/cm1前後と高かったが、消火薬剤lを使用しない場合

の約 0.6W/cm2より低かった。

(2)可搬式消火器具と他の放水器具等の消火能力の比較

ア 可搬式消火器具及び強化液消火器は、 2単位クリブ

を消火できなかった。またフォグガン(放水量 46.7リッ

トル)及び粉末消火器は、 2単位クリブを消火すること

ができた。

イ 放射開始 l分後のクリフ内温度は、粉末消火器が愚

も低く 246.1"Cであり、可搬式消火器具及びフォグガン

がほぼ同値の 444.3"C、 438.I.Cであり、強化液消火器

が 506.8"Cと最も高かった。

ウ 放射開始 1分後の放射位置における放射受熱量は、

粉末消火器が OW/cm'であり、可搬式消火器具が

O.OIW/cm'、フォグガンが 0.02W/cm2、強化液消火器が

0.03 W/cm2とほぼ同値であった。

以上のことから、燃焼している 2単位クリブを消火す

るために可搬式消火器具に用いる消火薬剤として適して

いるものは、 IFEXプラス l、 IFEXプラス H、ハ

イパーウエッ トAなどのリ ン酸塩類系や複塩のアンモニ

ア塩系であり、適さない消火薬剤は、ジェットフォーム

皿、フォスチェックなどの界面活性剤系であった。

表 9 45度法燃焼性試験結果

消火薬剤
濃度 ;lf炎 E長炎 妓じん i:k:化而m

燃焼性
(%) (秒) (秒) (秒) (cm') 

1 FEX7"うA1 50.0 16.9 匝

1 FEX7"う1日 100.0 13.1 J~、壬、

n1ハ.ーウエットえ
3.0 I 6 co 25.2 布一

8.3 1民

日ト7ォム田 3.0 2.0 co +1 
71J.1ェッ7 0.5 1.6 co 36.8 千イ

内

消火薬剤|ナシ(水のみに ハイパーウエ ット.1¥(8.3%)

表 11 実験条件

放水器具等 消火薬剤l

消火薬剤ナシ(水のみ)

ハイパーウエット A(8.3 %) 

消火薬剤|ナシ(水のみ)

また、燃焼している 2単位クリブに対する可搬式消火

器具の消火能力は、フォグガンで 20秒間(67.7リット

ル)放水する場合や粉末消火器より劣るが強化液消火器

2本より優れていた。

3 居室内における消火実験

3. ， 目的

本実験は、建物居室内火災を想定した空間内で可燃式

消火器具やフォグガンによるクリブを用いた消火実験を

実施し、クリブ内温度や放射受熱let及びガス濃度等を測

定して、可搬式、消火器具の居室内における消火能力を担

握するとともに消火薬剤を使用した場合の消火能力を比

較し、また可搬式消火器具と他の放水器具等の消火能力

を比較することを目的と している。

3.2 実験

実験は、商1'2の屋外無風状態における消火実験と同様

に図 lに示すフローに従って行った。

建物居室内火災を想定した空間において、助燃剤に

ガソリンを使用してクリブを燃焼させ、居室入り 口から

放水器具等によって消火を試みた時の居室内の温度、 O

2濃度、 CO濃度、 CO2渡度や燥作者の位置及び居室内

の壁の放射受熱量などを測定するとともに、この時の燃

焼、消火状況等をデジタルビデオカメラ 2台、赤外線映

像装置、高速度ビデオカメラで撮影した。

その後、前 2の屋外無風状態における消火実験と同

様に、デジタルビデオカメラ、赤外線映像装置から消火

の可否、消炎までの時間及びその放水量、再発炎時間な

どを測定した。

(1)実験場所

実験場所には、東京消防庁消防科学研究所総合実験

室内に設置した燃焼室を用いた。

(2)実験要因と実験条件

実験要因は、表 10に示したとおり、放水器具等、消

火薬剤とした。各実験要因の内容は、同表のとおり、放



水器具等と しては可搬式消火器具、フォグガンの 2種類

とし、消火薬剤|と しては消火薬剤ナシ(水のみ)、前 2で

効果が認めら れた建物火災用のハイパーウヱット A

(8.3%)の 2種類とした。なお、消火薬剤は可燃式消火

器具にのみ使用した。

実験条件は、表 11に示したとおりである。

(3)使用した材料、機器等

ア燃焼室

燃焼室には、建物駅室を想定して、幅 3.6m、奥行

3.6m、高さ 2.85m (実天井高 2.0m)のプレハプ住宅を用

いた。内部は、 天井I面をステンレス板(厚さ 0.5mm)とケ

イ酸カルシウム板(厚さ 12mm)で、壁を ALC板(厚さ約

40mm)とステンレス板(以さ 0.5mm)で、床を一部 ALC板

(厚さ:約 40mm)でそれぞれ熱保議した。

イ火i'Jjj(

火源は、表 12に示すように、消火器の技術上の規格

を定める省令(昭和 39年 9月 17目、自治省例第 27号)

に準じた能力単位1.5単位相当のクリブであり‘ 3cm(W) 

X3. 5cm(H) X83cm(L)の杉材 115本を 23段に積み、そ

の大きさは 83cm(W) X 83cm (0) X 83cm (H)であった。この

クリプの含水率は、平均で 10.3%であった。

なお、助燃剤として、ガソリン O.5リットルを使用

した。

ウ放水器具等

実験に使用した可搬式消火器具及びフォグガンの性

能等は、表 4及び前 2.1 (3)イの放水器具等に示すとお

りである。

エ消火薬剤

可版式消火器具に使用したハイパーウヱット A

(8.3%)は、表 5及び前 2.1 (3)ウの消火薬剤に示すと

おりである。

(4)測定項目と測定機器

測定は、表 13に示すように、助燃剤にガソリンを使

用してクリプを燃焼させ、放水器具等によって消火した

ときのクリブ内温度、クリプ上面温度 (2点)、居室内温

度 (9点)、入口温度(3点)、居室内の燃焼生成ガス等 (0

2' CO 、CO2)の濃度、操作者及び居室内壁の放射受

熱量などについて行うとともに、この時の燃焼、消火状

況等を撮影した。

測定には、表 14及び表 15に示した次の機器等を使用

し、これらの測定機器等は図 8に示すとおり配置した。

ア 撮影機器等

消火の可否、消炎までの状況、再発炎時間等は、デジ

タルビデオカメラ、高速度ビデオカメラ、赤外線映像装

置を用いて測定した。

デジタルビデオカ メラ 2台及び高速度ビデオカメ ラは、

前2の屋外無風状態における消火実験で使用したものと

同様である。

また赤外線映像装置は、前2の屋外無風状態における

消火実験で使用したA社製 TVS2000MKJJである。
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表 12 火;原

内 M世4・

普通火災用能力単位 1 5単位相当
寸法 83cm ('11) X 83cm (0) X 83cm (H) 

クリブ 杉材115本、 23段積
杉材寸法 3cm ('11) X 3. 5cm (H) X 83cm (L) 

平均含水市:10.3% 

助燃材 ガソリンO.5リットル

表 13 ;，6，11定項目
olll 正明日

消火の11]{f; 
ii1炎までの状況
I l i J"~炎的 1::1

クリプ内湖JJl'
(クリプ 1.1由から深さ38t罰(f!日ω'1'心fl近)
クリブt山libl度
(クリプ上耐中心か ら I\'~ さ 7 co付近法びi7 C Dl付 近)

J，';'-il内i品度
同事中央u近の温度
(人口から1.45皿、 ι"置から114m. [，王から出さO.3m、1:15m、19mの3点)

).';京i，'1'1ll1付近のili¥JJl:
(人口から0.550. .(j 明から0.48..iよから尚さO.3m、1.35m.I.9mの3.':0

'，ti百五奥村i丘の温度
{奥噌から0.41..1，明からU.59.床から，!f，さO.3m.J. :15m、1.9mの3点)

人JJil.I段

{叫とかう rf~ さ O . 3m， 0.8凪 J. ;~の3点)

操作者の』先制受晶滋
(クリプliiJ耐から距雌*，J2.3m 尚さ125c.)
t'!.焼五l何日Fの政射受曲:.l
(クリプ左側1(11から罰1雌*，J2.4mの燃焼'ゼ内!阜の放射受剖M)
燃焼ガス布(0，、 co、 CO ，) の 1~'F. tJt 

(入口から1.45".克明から114..ぽから，I'ijさI.Jm、1.901の2点)

表 14 測定機器等
測定項目 測定 H堅持~ ~平 仕係等

子.ン.9ルピヂオカ』う 53社CC製orDCR-VI 1000 
j' 9Jf力17ン1子ム

テン P品t オカiう sm盟DCR-TRV9 
消火の可否 lA41tif:盟レTノVS2000¥lK 日
消炎までの状況 調l 〆:0-950"C 
Pi発炎時IUI 赤外科H映像装ii'.( mJJt : :t 3. 8"C 

l皮射ヰ;: 1. 0移.h

イシ9，'"Jf : I 

高速度t'T'村lう c汁f土ヲタ製ー工1797 日HGU'';ヤ一計 If1000 
t'ート : IflOOO 

JIS C 1602熱市対規絡品
クリブ内温度 ンー1型K然i1:l対 ポ線径 0.65mm 
クリブ上而温度 (;J，子ノレ;J，'i1保l陵) I~~ 容差 :t 3. 4"C 

1子シレ;J.'i1(外径 20田町、肉n;:Imm) 
J I S C 1605ンス熱I'!-U.j規格品

!川市内温度 K熱lti対 シーZ外後ー 1.6mm

入口温度 (鉄IT保i進) ポ線径 0.3mm 
許答差・:t4.9"C
鉄管(外係 50mm，肉N・2mml

I~限社時E盟 ] 

放射受熱fi¥ 然流束計 iId1k本壁;忠夫l射受然I.!¥.. :..2.W!~ rlÍ. 

川社製
品t大放射受熱1;¥: 5WfcrTI 

データ収録法 テタロカ' Tイ社ン9製-11TDS 60l A 
Jf : 3秒

イ データ収録器

データロガーは、前2の屋外無風状態における消火実

験で使用したT社製 TDS-60IAであり、インターパルを

3秒に設定してデータを収録した。

ウ 温度測定機器

クリプ内温度及びクリブ上面温度は、シース型K熱電

対(JISC 1605規格品、 シース外径 :1. 6mm、素線径:

0， 3mm) をステンレス管(外径:20mm、肉厚:lmm)で熱保

護して測定した。

居室内温度及び入口温度は、K熱電対(JIS C 1602 
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図 8 測定機器等の配置

規格品 、素線径:O.65mm) を鉄管(外径 :50mm、肉

厚 2mm)を熱保護して測定した。

エ放射受熱量測定器

放射受熱量の測定には、前 2の屋外無風状態における

消火実験で使用したものと同様である。

オ ガス分析機器

O2、CO、CO2の測定には、表 15に示したH社製

COPA-2000及びM社製 OXYGENMETER、 F社製 In[rared

Gas Analyzerを使用した。H社製 COPA-2000のO2の検

知方式は磁気圧力式酸素計であり、 C O及びC O2はク

ロスモデュレーショ ン式非分散型赤外線分析計であった。

3 . 3 実験結果

各実験条件の測定項目ごとの測定値を表 16に示した。

(1 )各種消火薬剤lを用いた可搬式消火器具の消火能力

ア 消火の可否、消炎、再発炎等の状況

ハイ パーウエット A(8. 3%)は、放射開始から II秒後

(3発)に消炎し、 その後 5分間では再炎せず消火できた。

しかし消火薬剤lナシは、放射開始から 22秒後(5発)で

消炎できたが、放射開始から l分 17秒後に再発炎し、消

火できなかった。

イ 室内中央温度

表 15 ガス分析機器
分析対級ガス 検知方式

11社盟
Oz(殴業) 磁京、圧力式骨量約十

COPA-2000 CO( -般化炭素) クロスモァュレーション式

COz(ー酸化炭業) 非分散型赤外線分析計

M社製 O，(酸素)
OXYGE¥ ~ETER 

F1I製 CO(ー厳化以ぷ)
Infrared Gas 
Analyzer COz( 倭化以#)

表 16 実験結果

消費|政射寺

川 政水掛川| 似酬 |制服 jfil|η時 Tぽ|tAF
可否

{分秒}門川島)I(分秒):I:"l) 1 (分 抄)

20 11 可 1&式消火~.. j!， 1消火草剤: j(水のみ)]否 1 0: 22 1 0:38 12 1 1: 17 

20210"1撮式消火!linll山 町守川Is.m 1可 10: 11 1 0:50: 12 1 6: 06 

2111フォ グガン |消火蓋刑ナン(水のみ)1否 10: 20 46.1 1 0: 20 46.7 1 2 :05 

政射般*開始時

温{'C)度 -77度 |般開放
唱内(中央 室内{中央) |政木 11i:方

上空 11対 |中央| 上 | 中 | 下 1 0， 1 co 1 CO， 1 位置 14.8. 

;;;;lu|::11:;:12;|::::|:::!日|::|:::|::!

投射 紋水l分後

温度
('C) 

州 T一 市内(中央)

凶 | ーと蘭 | 中火 | 上 | 中 1 T 

4白 ~ 1317.1 1 266.8 1350.9 1235.3 1131。
3;6，9 1218.11361.6 1313.0 1 219.9112品1

317.11 S2.1J 1 418.2113'-41199.21'18.2 

O 特許可則元
;::H"' !~ ::' II ~'H:~i l ' ~" i: 

肱 射 敏;1(2)1'(吸

温度
('CI 

州 丁 例中央}

上空 |上面 |中央 | 上 | 中 1 f 

277.3 1 82.3 1 460.4 1302 5 1167.6 1' 07.2 

O 特許寸引コ
川~. 11'~'d"'o'o'd ふ

Io.射主主ホ5分後

併発炎"i¥i71-

温度
('C) 

PIli 下 車内{中央}

上空 | 上上?蘭 | 中央 | 上 | 司中， 1 下

}はいs止…i一Dぺh一Jふ8'1119む川山;ぺ小h一刈J
58.3 L 51.Jl..11川lげ2.61118.1 110ω宮 6164.4

500 r- 与 一一 一
1 消炎 0:211

400 1一一一一一-;.>"'一千7士二アー
ト、 敬射興 f止:18)300ト二"'-<たョー〕旦ニニ e ー ナ

200 f--一一一一一一二三ーーーー一一_ l

o 100 
ヨ500
.-400 

300 
200 
100 
0 
0 

放射開始

ガス温度
(%) 

車内(中火)

0， 1 C 0 1 C 0， 

2卜01 且 1

20.2 1 o. s 1 1. 5 

政射望黙鼠

(Vc個?)

政水 l在方

位回 4.811 

0.01 1 0.02 

0.01 1 0.01 

経過時Ilt¥(分)

図9 室内中央温度の変化(消火薬剤別)

室内中央温度の測定結果は、表 16および図 9に示す

とお りである。消火薬剤ナシは、放射開始 l分後には
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射開始 l分後には消火薬剤ナシと同様に 1.3%まで回復

し、 2分後には 0.2%、5分後には 0.1%まで回復した。

カ 放射位置における放射受熱量

放射位聞における放射受熱量の測定結果は、表 16お

よび図 13に示すとおりである。消火薬剤ナシは、放射

開始 l分後には 0.06W/cm2になり、その後再び徐々に上

昇していった。ハイパーウエット A(8.3%)は、放射開

始 l分後には 0.05W/cm2と急激に減少し、その後は徐々

に減少し、 2分後には 0.04W/cm2、5分後には 0.0IW/cm2

になった。

(2)可搬式消火器具と他の放水器具等の消火能力の比較

ア 消火の可否、消炎、再発炎等の状況

可搬式消火器具は、 38秒間で水 12リットルを放射し、

放射開始から 22秒後(5発)で消炎できたが、 l分 17秒

後に再発炎し消火できなかった。フォグガンは、 20秒

間(46.7リットル)の放水で、消炎でLきたが、その後発炎

(2分 5秒後と 4分 14秒後)と 20秒間の放水(2分 15秒

後からと 4分 20秒後から)を 2回繰り返して計 60秒間

(140リットル)放水したが消火できなかった。

イ 室内中央温度

室内中央温度の測定結果は、表 16および、図 14に示す

一一一ハイハ.寸工ヮトA(8.3%) 

I 'T ~で主体 U61

一一一消火来剤?ン

+ ー

l一一一両J殿式消火2H14

1 一一 I~百五Ih 火山j:~

料過lr.'itlH(分)

01濃度の変化(消火器具別)

i ' i~ ~ U U5J 

図 15

図 14

25 
20 1 

15 
10 

20 
15 
10 

。。
放射放水開始

決
)
当
円
相

20 

一一一消火来剤わ

一一一消火来削わ

ハイハ. ウ工ヲトA(8.3%)

/1，兜堤(6.061

235.30Cまで低下したが、その後再発炎したので他の手

段で消火したため、測定を中止した。ハイパーウエット

A(8.3%)は、放射開始 l分後には 219.90Cと消火薬剤

ナシより低下し、 2分後には 181.3"C、 5分後には

132.0"Cまで低下した。

ウ O2濃度

O2濃度の測定結果は、表 16および図 10に示すとお

りである。消火薬剤ナシは、放射開始 l分後には J9.9% 

まで回復した。ハイパーウエット A(8.3%)は、放射開

始 l分後には 20.郎、 l分 54秒には 21.0%と大気濃度

まで戻った。

CO濃度

CO濃度の測定結果は、表 16および図 11に示すとお

りである。消火薬剤ナシは、放射開始 l分後には 0.4%

まで回復した。ハイパーウエッ卜 A(8.3%)は、放射開

始 l分後には消火薬剤ナシと同様に 0.4%まで回復し、

l分 33秒以降ではほぼ 0.1%であった。

オ CO2濃度

CO2濃度の測定結果は、表 16および図 12に示すと

おりである。消火薬剤ナシは、放射開始 l分後には

1.3%まで回復した。ハイパーウエット A(8.3%)は、放
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比較すると、 Oァ濃度は消火薬剤ナシ 19.9%、ハイパー

ウエット A(8. 3%) 20. 0%とほぼ同値であり、 CO波度

は 0.4%、CO2濃度は 1.3%とそれぞれ同値であった。

エ 放射開始 l分後の放射位置における放射受熱量は、

消火薬剤lナシ 0.06W/cm2、ハイパーウエット A(8. 3%) 

0.05W/cm2とほぼ同値であったが、その後消火薬剤ナシ

が上昇するのに対してハイパーウエット A(8. 3%)は低

下した。

(2)可搬式消火器具と他の放水器具等の消火能力の比較

ア 可搬式消火器具、フォグガンともに一時的に消炎す

ることはできたが消火することはできなかった。

イ 放射開始 l分後の燃焼室内の中心温度は、フォグガ

ンが 199.2"Cと、消火薬剤ナシの 235.3"Cより低かった。

ウ 放射開始 l分後の燃焼室内中心におけるガス濃度を

比較すると、 O2渡度は消火薬剤ナシでは 19.9%、フォ

グガンでは 20.3%、CO濃度はそれぞれ 0.4%と 0.3%、

CO2濃度はそれぞれ 1.3%と1.1 %であり、ほぼ同値で

あった。

エ 放射開始 l分後の放射位置における放射受熱量は、

消火薬剤ナシ 0.06W/cm2、フォグガン 0.04W/cm2とほぼ
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とおりである。可搬式消火器具は、放射開始 l分後には

235.30Cまで低下した。フォグガンは、放水 20秒間に急

激に低下し、放射開始 l分後には 199.2"C、 2分後には

167.6"Cと低下したが、その後の 2回の再発炎と再放水

により徐々に低下し 5分後には 109. 6"Cまで低下した。

ウ 01濃度

0，濃度の測定結果は、表 16および図 15に示すとお

りである。可搬式消火器具は、放射開始 l分後には

19.9%まで回復した。フォグガンは、放射開始 l分後に

は 20.3%まで回復し、 2分後には 21.0%と大気濃度に

戻った。

エ CO濃度

CO濃度の測定結果は、表 16および図 16に示すとお

りである。可搬式消火器具は、放射開始 l分後には

0.4%になった。フォグガンは、放射開始 l分後には

0.3%、2分後には 0.1%まで低下した。 2分 5秒後の再

発炎以降に上昇し、再放水による消炎直後の 2分 50秒

時の 0.7%をピークに-!!は低下したが、その後再び尭

炎して上昇し始め 5分時には 0.8%まで上昇した。

オ CO2濃度

CO .， 濃度の浪~定結果は、表 16 および図 17 に示すと

おりである。可搬式消火器具は、放射開始 l分後には

1.3%になった。フォグガンは、放射開始 l分後には

1.1%、2分後には 0.2%まで低下した。その後は、前エ

のCO濃度と同様に変化し、 2分 50秒時の 1.8%をピー

クに低下したが、再び上昇し始め 5分時には1.5%まで

上昇した。

カ 操作位置における放射受熱毘

操作位置(居室出入口)における放射受熱量の測定結果

は、表 16および図 18に示すとおりである。可搬式消火

器具は、放射開始とともに急激に減少し、放射開始 l分

後には 0.06W/cm2になったが、 l分 17秒の再発炎ととも

に徐々に増加した。フォグガンは、可搬式消火器具より

も放水開始とともに急激に減少し、放射開始 l分後に

0.04W/cm2、2分後には 0.03W/cm2に低下した。その後、

2回の再発炎と再放水により徐々に低下し 5分後には

0.0IW/cm1まで低下した。

3.4 まとめ

これらの結果について、要約すると次のとおりである。

(1 )各種消火薬剤lを用いた可搬式消火器具の消火能力

ア 消火薬剤を使用しなかった場合は一時的に消炎する

ことはできたが消火することはできなかったのに対して、

ハイパーウエット A(8. 3%)を使用した場合は消火する

ことができた。

イ 放射開始 l分後の燃焼室内の中心温度は、ハイパー

ウエット A(8. 3%)が 219.9"Cであり、消火薬剤lナシの

235.3"Cより低かった。また、ハイパーウエット A

(8.3%)は、その後も温度が低下し続け、5分後には

132"Cまで低下した。

ウ 放射開始 l分後の燃焼室内中心におけるガス濃度を



同値であったが、消火薬剤ナシが上昇するのに対してハ

イパーウエット A(8.3%)は低下した。

以上のことから.居室内での火災を想定した1.5単位

相当クリブの燃焼は、可l鍛式消火器具にハイパーウエッ

トA(8.3%)を混入することにより消火効果が格段に向

上し、消火することができた。

また、居室内で燃焼している1.5単位相当クリブに対

して居室入口から放射した場合の可搬式消火器具の消火

能力は、フォグガンで消火した時の最初の 20秒間(46.7

リットル)と比較すると、若干の差が認められ劣ってい

た。

4 車両火災の消火実験

4. 1 目的

本実験は、車両室内火災を想定して実車両室内を実際

に燃焼させ、可搬式消火器具を用いた消火実験を実施し、

車両室内温度や車両周辺の放射受熱量等を測定して、消

火薬剤を使用した場合の可版式消火器具の消火能カを把

握することを目的としている。

4.2実験

実験は、前 2の屋外無風状態における消火実験と同様

に図 lに示すフローに従って行った。

実験は、車両室内の後部座席と助手席の床上に設置

した助燃剤のガソリン O.5リットルを浸み込ませた布に

着火して燃焼させ、適宜の位置から可搬式消火器具によ

って消火したときの車両室内の温度及び車両周辺の放射

受熱批を測定するとともに、この時の燃焼、消火状況等

を前2の屋外無風状態における消火実験と同様に、デジ

タルビデオカメラ、 SVHS-Cビデオカメラ、赤外線

映像装置、高速度ビデオカメラで撮影した。

その後、デジタルビデオカメラ、 SVHS-Cビデオ

カメラ、赤外線映像装置から消火の可否、消炎までの時

間及びその放水量、再発炎時間などを測定した。

([)実験場所

実験場所には、東京消防庁第二方面訓練場の屋外訓

練場を用いた。

なお、この時の最大風速は、 2.7m/sであった。

(2)実験要因と実験条件

実験要因は、表 17に示したとおり、消火薬剤とし、

その内容は、同表のとお り、消火薬剤ナシ(水のみ)、ハ

イパーウエット A(8.3%)の 2種類とした。

実験条件は、表 18に示したとおりである。

(3)使用した材料、機器等

ア火源

火源、は、表 19に示すように、 4ドアセダン、排気量

1998ccの車両とした。

なお、助燃剤としてガソリン O.5リットルを布に浸み

込ませて使用した。

イ 可搬式消火器具

実験に使用した可搬式消火器具は、表 4及び前 2.1 
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表 17 実験要圏

内容

消火薬剤lナシ、ハイパーウエッ卜A(8.3%)

実験条件

消火薬剤
消火薬剤|ナシ

ハイパーウエ y ト.'¥(8 3 %) 

表 19 車両

内 ，廿~ 

T社製ビスタ

車両
形状:4ドアセダン、排気鼠:1998(( 

H社製レジエ ント | 
形状 4ドアセダン‘排気量 1998(( 

助燃材 ガソリンO.5リットル

表 20 沼IJ定項目

測定項目

消火の可否

消炎までの状況

再発炎時間

車両室内温度

ギアノブ上部

ルームランフ

後部座席中央肘係上部

車両周囲の放射受熱量

車両前面から距雛8.4m、高さト 3m付近の放射受熱血

車両右側面から距酸8.4m、高さ 1.3m付近の放射受熱島

表 21 測定機器等
測 定明同 l 浪IJ 辺機!l~ ~事 ・

政射受然m 熱流;.Udl

(3)イの放水器具等に示すとおりである。

ウ消火薬剤

可搬式消火器具に使用したハイパーウエット Aは、表

5及び前 2.1 (3)ウの消火薬剤に示すとおりである。

(4)測定項目と測定機器

測定は、表 20に示すように、助燃剤であるガソリン

に着火して車両室内を燃焼させ、可搬式消火器具によっ

て消火したときの車両室内温度、車両周囲の放射受熱j

などについて行うとともに、この時の燃焼、消火状況等

を撮影した。

測定には、次の機器等を使用し、これらの測定機器等

は図 19に示すとおり配置した。

ア撮影機器等

消火の可否、消炎までの状況、再発炎時間等は、デジ

タルビデオカメラ、 SVHS-Cビデオカメラ、高速度

ビデオカメラ、赤外線映像装置を用いて測定した。

デジタルビデオカメラ、 SVH S-Cビデオカメラ及

び高速度ビデオカメラは、前 2の屋外無風状態における

消火実験で使用したものを用いた。

また赤外線映像装置は、前 2の屋外無風状態におけ

る消火実験で使用したA社製 TVS2000MKIIである。
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放射開始

図 21

図 20

経過時間(分)

車両から 8.4m付近の放射受熱量の変化
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イ データ収録器

データロガーは、前2の屋外無風状態における消火実

験で使用したものを用いた。

ウ 温度測定機器

車両室内温度は、前 3の居室内における消火実験で使

用したシース型K熱電対を用いて測定した。

エ 放射受熱量測定器

放射受熱量の測定には、表 21に示したとおり、前2

の屋外無風状態における消火実験で使用した熱流東計(M

社製、最大放射受熱監 2W/cm1、5W/cm2
)を用いた。

4 . 3 実験結果

各実験の測定結果を表 22に示した。

なお測定は、温度及び放射受熱量の変化の激しかっ

た 3分間を対象とした。

(l)消火の可否、消炎、再発炎等の状況

消火薬剤lナシ及びハイパーウエット A(8. 3%)は、共

に車両室内火災を消炎でき、その後再発炎することなく

消火できた。その消炎時間は、それぞれ放射開始 58秒

後(7発後)、 59秒後 (7発後)であった。

(2)車両室内温度

車両室内温度は総合的に判断できる車両室内 3点の温

度の平均値とし、その測定結果は表 22及び図 20に示す

とおりである。消火薬剤ナシは、欣射開始 l分後には

93.9"C、 2分後には 70.3 "cまで低下し、 3分後には

63. 7"Cまで低下した。ハイパーウエットA(8. 3%)は、

放射開始 l分後には 179.9"C、 2分後には 546
0

Cまで低

下し、 3分後には 31.8"Cまで低下した。

(3)車両から 8.4m付近の放射受熱ほ

放射受熱量は総合的に判断できるように車両から 8.4

m付近の前方及び側方の 2点の放射受熱量の平均値とし、

その測定結果は表 22及び図 21に示すとおりである。消

火薬剤ナシは、放射開始 l分以降 0.005W/cm2前後であ

った。ハイパーウエット A(8.3%)は、放射開始から 1

分間は急激に減少し、これ以降は 0.002W/cm2前後であ

った。

4.4 まとめ

これらの結果について、要約すると次のとおりである。

(l)可徹式消火器具では、「水のみjの場合とハイパーウ

エット A(8. 3%)を使用した場合とも車両室内火災を消

火できた。

(2) 車両室内の温度は、放射開始 3分後において、消

火薬剤ナシの 63.7"Cに対して、ハイパーウエット A

(8.3%)は 31. 8"Cまで低下した。

(3) 放射受熱量は、消火薬剤ナシが放射開始 l分以降

O. 005W/cm2前後であり 、ハイパーウエットA(8.3%)が

0.002W/cm2前後であった。

以上のことから、車両室内火災は可澱式消火器具を用

いて消火でき、ハイパーウエット A(8.3%)を混入する

ことにより消火効果が向上した。

500 
400 
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200 1-一

六 100
うて O 
コ500
円 4001、一一ー

300 
200 
100仁。
放射IJHIJti

v 一一一消火災剤れ



5 結論

実験ごとの要点は次のようになる。

(1)屋外無風状態における消火実験

口]搬式消火器具に用いる消火薬剤として 2単位クリブ

の消火に効果的であったものは、 IFEXプラスト I 

FEXプラス E、ハイパーウエットAなどのリン酸塩類

系や複塩のアンモニア塩系であり、ジェットフォーム目、

フォスチ工ツクなどの界面活性剤系はほとんど効果が認

められなかった。

また、 2単位クリブに対する可搬式消火器具の消火能

力は、フォグガン (20秒間、 46.7リットル放水)や粉末

消火器より劣るが強化液消火器より優れていた。

(2)居室内における消火実験

居室内での消火実験結果から、可搬式消火器具にハイ

パーウエット A(8. 3%)を混入することにより消火効果

が格段に向ヒし、1.5単位相当のクリブを消火すること

ができた。

また、居室内の1.5単位相当のクリブに対する可搬式

消火器具の消火能力は、フォグガンによる 20秒間の放

水(46.7リットル)より若干劣っていた。

(3)車両火災の消火実験

車両室内火災は、水のみ及び、薬剤jいず、れの場合において

も可搬式消火器具を用いて消火でき、ハイパーウエッ

24 

トA(8.3%)を混入することにより消火効果が向ヒした。

6 肖酷活動への活用簸等

これらの実験結果から、日H般式消火器具は次のような

火災等に有効であると考えられる。

(1) 車両火災のうち、乗用車、 トラックなどの車内やエ

ンジン部の火災

(2)燃焼実体が小規模であり、可搬式消火器具の放射に

よる燃焼物の飛散が少ない火災

(3) 建物火災では、極く初期時における収容物や壁体表

面等の燃焼

また、ロ]搬式消火器具の消火効果の向上策として、ハ

イパーウエット Aを始めとするリン酸塩類系消火薬剤を

使用することも効果的であると考えられる。
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STUDY 0開THEUSE FOR PORTABLE FlRE EXTINGUISHING TOOL 

Toshiyuki SAKAM OTO * ，日itoshiSAITO*， Shigeo WATANABE本， Masayuki SHINOHARA本，

Hiroshi AKASAKA *， Fumio TURUMドホ， Takao SHINOZUKA * * 

Abstract 

This paper is intended to study th告 us告 forportable 告xtinguishingtoo1. It was tried to do白re

extinguishing experiment in the 0肝 nand in the calm， 5.r告 extinguishingelqlenment in the room and fire 

extinguishing experiment of a vehicle fire， on the base of study on property of water application and 

extinguishing ability of portable fire extinguishing tool1) Properties were measured and analyzed 

temperature， quantity of radiant heat， etc. From this test results， we discussed about告xtinguishingef白Clency

of portable fire extinguishing tool using合xtinguishingagent， compared portable fire extinguishing tool with 

other fire extinguishing tool and discussed about th♀ use for port呂blefir告 extinguishingtoo1. 

As results， we thought that portable fire extinguishing tool is壱ffectiveto following fire， combustion， etc. 

1 Fire that combustion is small and combustible thing isn't scattered by shooting of portable fir官

官xtinguishingtool 

2 Combustion of interior and surface of inner wall at building fire in the initial stage 

3 Fire of the inside or engine of a car， a truck， etc 

And we thought that extinguishing efficiency by portable fire extinguishmg tool improv告sto use 

HYPER-WET A which is extinguishing agent ofphosphate 

* First Laboratory * * Second Laboratory 
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